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識される。   
国際社会において先進国は、国際的問題を率先して解決すべき  



















on aircraft tickets）を創設し、マラリア、結核、エイズの医療品  
購入資金とし、UNITAID（ユニットエイド、IDPF：International  
Drug Purchase Facility、Ia Facilit6Internationale d’Achat de  
M6dicaments（国際医薬品購入ファシリティ）への資金管理・配  









－14－   

















年7月に航空券連帯税（税法上は民間航空税（Lataxe del’aviation  
civile）の割増額である）を導入した。この税は、別名「シラク  
税」とフランスでは呼ばれている。その後、数カ国がこれを導入し  
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Ⅰ フランス航空券連帯税   
1 フランスのミレニアム開発目標への対応   
フランスの国際連帯税は、ODA資金財源確保のための税として  
考案された税の一つである。これは、いわゆる「グローバル・タッ  







InternationalMonetary Fund）と国際復興開発銀行（IBRD：  
the International Bank for Reconstruction and Development, 
通称「世界銀行」）が設立され、アメリカ中心の支援が世界的に  
開始されたことに始まるといえる。アメリカは、戦後、欧州復興  





Development Association、通称「第二世銀」）などの国際的支  
援体制が整備され、アメリカ中心のODAが世界経済を発展させて  
きた。ODAのドナー国は、一般には先進国である。特に、OECD  
（OrganizationforEconomic Co－Operation and Development、  
経済協力開発機構）加盟国、その中でもDAC（Development  
Assistance Committee、開発援助委員会）加盟国22カ国がODAド  
ナー国として有名である。   
ODAには、二国間援助（途上国への直接の無償または有償援  
助）と多国間援助（国際機関への資金拠出）がある。また、近年の  





























施されており、このほか通貨取引税の導入なども検討されている。   
フランスのミレニアム開発目標への対応策は、2003年12月に「ラ  
ンドー・レポート」（Le RapportduGroupLandau）としてまと  
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Codeg6n6raldesimp6ts 租税一般法典  
ChapitreⅦ：Taxedel’aviationcivile 民間航空税  
Article302bisK  
VI．TLes montants mentionn畠s aux deuxieme et troisieme  
alin6asduIIfontlrobjetd－une majorationau profitdufonds  
de solidarit6pourle d6veloppement．Un d6cret fixele  
montantdecettemajoration，danslalimiterespectivementde  
leurosetde4euros，Ou，lorsquelepassagerpeutb6n6ficier  
SanS Supp16ment de prixえbord de services auxquels  
l－ensemble des passagers ne pourrait acc6der gratuitement，  
delOeuroset de40euros．  
La majoration est perCue selon la destination 
finale du passager．E11e nlest pas percuelorsqu’ilest  
en correspondance．Est consid6r6comme passager en  
correspondanceceluiquiremplitlestroisconditionssuivantes  
a）L■arriv6e a eulieu par voie a6rienne surl’a6roport  
consid6r60u Sur un a6roport faisant partie du meme  
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systさme a6roportuaire au sens du reglement（CEE）n0  
2408／92duConseil，du23juillet1992．concernantl．acc6sdes  
transporteursa6riens communautaires auxliaisons a6riennes  
intracommunautaires；  
b）Le d61aimaximum entreles heures programm6es  
respectives dellarriv6e et du d6part n’excede pas vingt－  
quatreheures；  
c）L’a6roport de destination finale est distinct de celuide  
provenanceinitiale et ne fait pas partie du meme systeme  
a6roportuaire．  
Ces sommes sont recouvrees dansles conditions  
fiⅩ6es au V．E11es sontrevers6es mensuellementえ1TAgence  
francaisededeveloppement．  
2 ランドー・レポートとフランス航空券連帯税   
ランドー・レポートは、通称であり、正式には「Les nouvelles  
contributions負nancieresinternationales」（新たな国際財政貢献）  
と題するシラク前大統領からの2003年10月21日付要請（Lettre de  
Mission）に基づいて、当時ロンドン大使館駐在財務官（Conseiller  
financier Ambassade de FranceえLondres）であったランドー  
（Jean－Pierre LANDAU）財政監察官（Inspecteur g6n6raldes  
Finances）を代表とする研究グループがまとめたフランス公式報  
告書（2004年9月）の一つである（13）。   
報告書は、第1部「発展途上国へのより良い援助（Plus et  












しては、金融取引税（les taxes surles transactionsfinancieres、  
為替、有価証券取引への課税）、環境税（1es taxesえvocation  
environnementale、CO2、航空・航海に対する課税）、武器売買課  
税（1ataxation desventesd’armements）、企業利益付加税（1a  
taxeadditionnellesurle b6n6fice desentreprises）が推奨提示さ  





いたが、航空券連帯税は、すでにある「民間航空税」（Taxe de  





うより「料」に近い法的性質を有する公的課徴金である。   
航空券連帯税に関する規定は、現行の租税一般法典第302bis K  
条（または302条の2のK）の第6項に規定されている（前掲引用  
条文）。この302bis K条は、租税一般法典において国税税目と  
して、そして、そのうちの取引高税等の一つとしてある民間航空  
税（La taxe del’aviation civile）に関するものである。航空券連  














にあるIlest cr毎un fonds de solidarit6pourle d昌veloppement  
dontl－objet est de contribuer au financement des pays en  
d6veloppementetdetendreえr6aliserles■’objectifsdumi116naire  
pourle d6veloppement”，nOtamment dansle domaine dela  
sant畠．」とし、その運営は、フランス開発局（l’Agence francaise  





乗客の最終目的地   乗客の移動条件   適用税率   
国内、DOM／TOM、EU加盟国、  
欧州経済圏国、スイス   その他（エコノミークラス）  1ユーロ   
その他   ファースト・ビジネスクラス  40ユーロ  
その他（エコノミークラス）  4ユーロ   
















る。その目的は、三大感染症とされるエイズ（1e sida）、結核（1a  
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Ⅱ 日本での国際連帯税構想   
1 外務省「国際間発連帯税」   
ミレニアム開発目標の達成は、日本政府にとっても、重要な課題  
である。   
国際連帯税の一つとして、日本の外務省は、近年の税制改正要望  









































広い開発資金を追加的に確保する必要がある。」と記述している。   
この外務省の要請に対して、税制調査会は、新税導入を今のとこ  
ろ認めていない。しかし、国際連帯税は、すでに平成22年度および  
平成23年度税制改正大綱にて検討対象とされている。   
外務省平成24年度税制改正要望事項「これまでの要望経緯」  






「国際連帯税   
国際金融危機、貧困問題、環境問題など、地球規模の問題へ  
の対策の一つとして、国際連帯税に注目が集まっています。金  





























「ProposalforInternationalHumanitarian Tax－A Consumption  
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3 国際連帯税の国内的推進運動   
国連の「ミレニアム開発目標」の達成のための革新的資金メカニ  
ズムとしてフランス航空券連帯税の導入は、日本国内でも、これに  
賛同する様々な動きが出現している。   
航空券連帯税の施行は2006年7月であることから、これらは日本  
国内での民主党への政権交代（2009年9月）以前のことである。そ  

















Ⅳ 国際連帯税の税法学的課題   
















































を見出すことができる。   
なお、フランスでは、国や地方公共団体の付属機関等に課税権  























税」を要望している。   
まず、「税」方式か、「料」方式でのODA資金の調達が想定さ  
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注  







一致する。国際連帯税のフランス語表記としては、本文において使用したtaxe   
internationalle de solidarit色となる。現実の航空券連帯税は、El本的表現とし  
ては「税」でなく「課徴金」に近いものといえる。フランス以外の導入国で  
も、税ではい国もある。  




4 内閣府ホームページ（前掲）内税制調査会の国際課税′ト委員会2010年9月6日と  
同月21日に開催された第1回および第2回議題を参照（税制調査会トップペー  
ジ＞会談資料＞国際課税小委員会）。  
5 内閣府ホームページ（前掲）内税制調査会の「」27頁参照（税制調査会トップ  
ページ＞諮問、大網、報告等＞2010年度＞平成23年皮税制改正大網）。  
6 匡l連ミレニアム宣言については、日本の外務省ホームページ（前掲）内に仮訳  
が掲載されている（トップページ＞会談・訪問＞過去の記録＞森総理大臣＞国連  
ミレニアム・サミット出席＞ミレニアム宣言（仮訳））。  















発税（CurrencyTransaction DevelopmentLevy）」もEUでの導入が検討さ  




カニズムに関する研究としては、秋山孝允・大村玲子編著 r開発への新しい資  
金の流れ」（2010年、FASiD：財団法人国際開発高等教育機関国際開発研究セ  
ンター、開発援助動向シリーズ6）を参照（同ホームページ内掲載のものを参   
照http：／／www．fasid．or．jp／shuppan／hokokusho／enjo／06．html）。  
9 グローバル・タックスという語は、様々な内容概念として使用されている。ラ  
ンドー・レポートにおいても、国際連帯税のほかにもいくつかの税が挙げられ  
ていた。日本での議論としては、上村雄彦rグローバル・タックスの可能性』   
（2009年、ミネルヴァ書房）が代表的であり、長坂寿久「通貨取引税（トービ  




10 0DAの定義については、外務省ホームページ（前掲）内「ODAって何だろ  











ム開発目標日本語パンフレット」3頁に掲載れている「ミレニアム開発目標   
（Millennium Development Goals）」参照（トップページ＞UNDPについて  
＞MDGsとUNDP＞ミレニアム開発E［標日本語パンフレット）。  








13 本稿は、このレポートをフランスのオフィシャル資料検索サイト  
La documentation Francaise（http：／／www．1adocumentationfrancaise．   
fr／rapports／index．shtml）掲載のものを使用した（http：／／1esrapports．   
1adocumentationfrancaise．fr／BRP／044000440／0000．pdf）。  
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14 フランスの航空券連帯税については、日本の税制調査会専門家委月会国際  
課税′ト委員会の第1回会議の参考資料として紹介されている金子宏氏の各  
論稲（「国際航空運賃と消費税」（税研1998年9月号6頁）、「Proposalfor   
InternationalHumarLitarian Tax－AConsumption TaxonlnternationalAir  
Travel」（Tax NotesInternational．Dec．14．1998，p．1911）、2006年8月3日日本  









なる。条文では、「danslalimite respectivement deleuroset de4euros．  
Ou．lorsquele passagerpeutb6n6ficier sans supplementde prix畠bord de  
Servicesauxquelsllensembledespassagersnepourraitaccedergratuitement．  
















ンス法 第3版」（2008年、三省堂）168－169頁）。欧州経済圏国としては、  
アイスランド、リヒテンシュタインおよぴノルウェーが該当する。  
16 UNITAIDに関しては、上村葦彦・前掲香第iO章「rミドル・ガヴァナンスJ  
の展開一航空券連帯税とUNITAIDを事例に－」275－314貢が詳しい。  
17 UNITAIDホームページ（http：／／www．unitajd．eu／fr／）内＞PARTENAIRES＞   
Donateurs．他の資科（http：／／fr．wikipedia．org）では、25カ国が航空券連帯税を  
採用しているとする（未確認）。  
18 ラジオ・フランス・インターナショナル（沌）ホームページ内の掲哉記事  
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（http：／／www．rfi．fr／francais／actu／articles／092／article＿55734．asp）（OLes  




19 内閣府ホpムページ（http：／／www．cao．go．jp）＞内閣府の政策＞税制調査会＞税  
制改正要望2012年度＞外務省改正要望事項（PDF形式）を参照した。  





22 環境省ホームページ（http：／／www．env．go．jp）＞審議会・委員会等＞その他の委  
員会等＞研究会等＞地球環境税等研究会＞平成20年度地球環境税等研究会報告  
書。  




24 金子氏の国際人道税論も、国際機閑への転送という手続を想定している（前  
掲・日経新聞記事）。また、上村雄彦・前掲昏 Fグローバル・タックスの可能  
性j 第11車での「ハード・ガバナンス」諸構想は、世界租税機関などの諸説を  
検討している。  
25 金子宏「国際航空運賃と消費税」税研1998年9月号6頁。  
26 佐藤進・他F現代社会保障・福祉′ト事典j（法律文化社、2007年）193頁、項  
目「環境税と社会保障」（筆者分担）参照。  
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